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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成22年１月 平成23年１月 平成24年１月 平成25年１月 平成26年１月

売上高 (千円) 668,571 674,090 688,393 679,449 273,662

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 340,610 375,352 420,771 371,834 △93,926

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 203,243 233,605 195,948 △139,842 △240,544

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

発行済株式総数 (株) 3,021,504 3,021,504 3,021,504 3,021,504 3,021,504

純資産額 (千円) 4,213,969 4,364,902 4,499,716 4,301,318 3,999,609

総資産額 (千円) 5,049,384 5,234,418 5,306,592 5,154,866 4,252,089

１株当たり純資産額 (円) 1,394.94 1,444.95 1,489.66 1,424.02 1,324.54

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

20 20 20 20 20

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり
当期純利益金額又は
当期純損失金額(△)

(円) 67.28 77.33 64.87 △46.30 △79.65

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 83.5 83.4 84.8 83.4 94.1

自己資本利益率 (％) 4.89 5.45 4.42 △2.90 △5.80

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) 29.7 25.9 30.8 △43.2 △25.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 287,941 329,513 203,022 326,338 △969,940

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 930 74,310 △1,409,102 ― 1,596,391

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △60,746 △60,970 △61,120 △61,311 △61,987

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,936,996 2,279,850 1,012,649 1,277,676 1,842,140

従業員数
〔外平均臨時
雇用者数〕

(名)
1 2 2 3 3

〔1〕 〔1〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕
 

　
(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  当社は連結財務諸表を作成しておりませんので「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」につ

いては、記載しておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４  株価収益率は、当社株式が非上場、非登録であり、株価の算定が困難なため記載しておりません。

５  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。
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２ 【沿革】
 

年月 摘要

昭和38年８月 京葉港地区第一期埋立土地造成事業(官民共同事業方式)に参画するため昭和38年８月１日、資本

金20億円にて当社設立

昭和39年７月 稲毛社有地に於いてプール等の営業を開始

昭和42年２月 埋立事業開始

昭和45年９月 稲毛社有地のプール等の営業中止

昭和47年３月 埋立土地造成事業地の第１回土地分譲開始

昭和53年３月 埋立土地造成事業(官民共同事業)の民間側事業終結

昭和59年８月 稲毛社有地賃貸事業(住宅展示場外)開始

平成10年２月 稲毛社有地に於いて「PAT稲毛」賃貸商業施設等の賃貸開始

平成25年４月 稲毛社有地の「PAT稲毛」賃貸商業施設の賃貸終了
 

 

３ 【事業の内容】

当社は千葉市美浜区所在の稲毛社有地に商業施設を所有し、賃貸事業を行っております。当社の子会社、関連会社

はありません。なお、当社は三菱地所株式会社の連結子会社であり、又三井不動産株式会社の持分法適用の関連会社

であります。

その関係は系統図の通りであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業内容
議決権の
被所有割合

(％)
関係内容

(親会社)      

三菱地所株式会社
(注)１

東京都千代田区 141,373 不動産業 55.6
事務所の賃借及び役員の派
遣

(その他の関係会社)      

三井不動産株式会社
(注)１

東京都中央区 174,296 不動産業 23.9 役員の派遣

 

(注) １  有価証券報告書の提出会社であります。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の従業員の状況

平成26年１月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

3 44.3 2.9 3,473,329
 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、出向者を含んでおります。

２ 当社は土地建物賃貸事業の単一セグメントであるため、セグメントに関連付けた記載は行っておりません。

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(2) 労働組合の状況

労働組合はありません。労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度の日本経済は、政府及び日銀による積極的な財政政策や金融政策に伴う円安・株高を背景に、企業業

績や消費動向に改善が見られるなど景気は回復局面にありましたが、海外景気の動向や消費税率の引き上げによる

消費低迷への懸念により、その足取りはまだ不確かな状況にあります。

当社は、千葉市美浜区稲毛社有地にて土地・建物賃貸事業を展開しておりますが、当事業年度におきましては、

ショッピングセンター用建物の賃貸借契約終了により老朽化した当該建物を取り壊し、平成26年５月竣工予定で新

たな商業施設建物の新築工事に着手いたしました。特別損失として計上した287,420千円はショッピングセンター用

建物の解体・撤去費用であります。

この結果、売上高は前期比405,787千円減の273,662千円となり、営業損失は101,432千円（前事業年度は362,467

千円の営業利益）、経常損失は93,926千円（前事業年度は371,834千円の経常利益）、当期純損失は前期比100,701

千円増の240,544千円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度のキャッシュ・フローは、営業活動により969,940千円減少し、投資活動により1,596,391千円増加

し、財務活動により61,987千円減少し、この結果現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ564,463千円の増加と

なり、期末残高は1,842,140千円(前事業年度比44.2％増)となりました。

又、当事業年度における各キャッシュ・フローは次の通りであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動は、減価償却費124,541千円実施後の税引前当期純損失381,346千円を計上し、受入敷金保証金の返戻等

による支払456,728千円と法人税等の支払169,390千円を主な要因として、△969,940千円（前事業年度は326,338千

円）となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動は、新商業施設の建設に係る支出により305,205千円減少しましたが、預け金の回収による収入

1,900,000千円により、収入支出とも発生しなかった前事業年度に比べて1,596,391千円（前事業年度は－千円）と

なりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動は、主に配当金60,129千円の支出により、△61,987千円と前事業年度に比べ676千円（同1.1％減）の減

少となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当事業年度における営業収益の状況は次の通りであります。

 

セグメントの名称

当事業年度
(自 平成25年２月１日
至 平成26年１月31日)

(千円)

前年同期比(％)

土地建物賃貸事業 273,662 △59.7

合計 273,662 △59.7
 

(注) １  上記金額には消費税等は含まれておりません。

２  主な相手先別の賃貸実績及びそれぞれの賃貸実績に対する割合は次の通りであります。

相手先

前事業年度 当事業年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

東京テアトル株式会社 541,817 79.7 119,359 43.6

株式会社カーチス 102,910 15.1 102,910 37.6
 

 

３ 【対処すべき課題】

当社事業の現況は、千葉市美浜区稲毛海岸所在の社有地における商業施設用土地建物施設(建築中)、中古車販売会

社の展示場用土地建物施設、自動車販売会社の駐車場用地等の賃貸事業であります。

当事業年度は、長らく当社事業の中心であったショッピングセンター用建物の賃貸が終了し新たな収益源の確保が

重要となったことから、老朽化した当該建物を取り壊しその敷地の多くを住宅用地として活用することとし、敷地の

一部（敷地面積比で旧ショッピングセンターの２割程度）において生活利便に特化した商業施設に建て替えることと

いたしました。住宅用地の活用の詳細は現在検討中でありますが、新商業施設は平成26年５月竣工予定で、現在建築

中であります。尚、中古車販売会社の展示場用土地建物施設及び自動車販売会社の駐車場用地は、当分の間、現状通

りの利用を予定しております。

当事業年度は２期連続の赤字決算となりましたが、新商業施設が通期稼働し、住宅用地の活用が進捗することによ

り、業績の回復を見込んでおります。
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４ 【事業等のリスク】

当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性がある事項には以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末において判断したものであります。

(1) 土地建物賃貸事業

当社は千葉市美浜区において土地建物の賃貸事業を行っておりますが、ショッピングセンター用建物の賃貸終了

に伴い生活利便に特化した新たな商業施設を現在建築中であり、残りの敷地は住宅用地として活用する方向で、詳

細を検討しております。本事業の推進にあたり、経済環境の悪化による商業施設建物の賃料相場の下落や土地の時

価の下落等によって、当社の経営成績及び財政状態が影響を受ける可能性があります。

(2) 災害による影響について

将来において、地震や風水害の災害が発生した場合、所有資産の毀損・劣化等により、当社の経営成績及び財政

状態が影響を受ける可能性があります。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

特記すべき事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

(流動資産)

当事業年度末における流動資産の残高は、3,324,434千円(前事業年度比20.7％減)となりました。

主なものは、現金及び預金642,140千円（同30.8％減）、関係会社あての預け金1,000,000千円（同65.5％減）

及び譲渡性預金の有価証券1,200,000千円（同242.9％増）で、受入敷金の返戻や建物の解体工事費及び新築工事

費等の支払が発生したことにより、合わせて1,335,536千円減少し、繰延税金資産の増加360,421千円等を差し引

いた流動資産残高は866,240千円減少しております。

(固定資産)

当事業年度末における固定資産の残高は、927,655千円(前事業年度比3.8％減)となりました。

内訳は、有形固定資産904,285千円(同25.0％増)、無形固定資産359千円(同48.1％減)、投資その他の資産

23,010千円(同90.4％減)となっております。有形固定資産の主な増加要因は、新商業施設建築工事費の中間金等

によるものであります。投資その他の資産の主な減少要因は、前期に計上した繰延税金資産217,727千円の実現に

よるものであります。

(流動負債)

当事業年度末における流動負債の残高は、50,149千円(前事業年度比93.1％減)となりました。

主なものは、固定資産税等の未払金34,110千円(同3.3％増)であります。前事業年度からの主な減少要因は、1

年以内返済予定の受入敷金526,233千円の支払によるものであります。

(固定負債)

当事業年度末における固定負債の残高は、202,329千円(前事業年度比54.6％増)となりました。

主なものは受入敷金保証金196,834千円（同54.6％増）であります。

(純資産)

当事業年度末における純資産の残高は、3,999,609千円(前事業年度比7.0％減)となりました。

主なものはその他利益剰余金のうち、繰越利益剰余金に当期純損失240,544千円を計上したものであります。

 

EDINET提出書類

京葉土地開発株式会社(E03887)

有価証券報告書

 7/53



 

(2) 当事業年度の経営成績の分析

(売上高)

当事業年度はショッピングセンター建物の賃貸借契約終了等により、273,662千円(前事業年度比59.7％減)とな

りました。

(営業損失)

当事業年度の営業損失は、営業収益の減少とショッピングセンター建物減価償却費の増加等による営業原価等

の増加により101,432千円(前事業年度比128.0％減)となりました。

(経常損失)

営業損失により当事業年度の経常損失は、93,926千円(前事業年度比125.3％減)となりました。

(当期純損失)

特別損失としてショッピングセンター建物の解体工事費を計上し、固定資産除却関連損287,420千円が発生しま

したので、当事業年度の税引前当期純損失は381,346千円となり、前事業年度比177,240千円の減益となりまし

た。

また、法人税等税引後の当期純損失は240,544千円となり、前事業年度比100,701千円の減益となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの分析

営業活動によるキャッシュ・フローでは、主として減価償却実施後の税引前当期純損失381,346千円、受入敷金保

証金の返戻等による支払456,728千円及び法人税等の支払169,390千円により、△969,940千円(前事業年度比397.2％

減)となりました。

投資活動は、新商業施設の建設に係る支出により305,205千円減少しましたが、預け金の回収による収入

1,900,000千円により、収入支出とも発生しなかった前事業年度に比べて1,596,391千円（同100.0％増）の増加とな

りました。

財務活動によるキャッシュ・フローでは、主に配当金60,129千円を支払ったことにより△61,987千円(同1.1％減)

となりました。

この結果、現金及び現金同等物の期末残高は1,842,140千円(同44.2％増)となりました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当期は稲毛社有地において、新商業施設の新築工事等に305,205千円の設備投資を実施しました。

 

２ 【主要な設備の状況】
平成26年１月31日現在

所在地 セグメントの名称 設備の内容
面積
土地
(㎡)

帳簿価額(千円)
従業員
(名)

建物 構築物
工具、器具
及び備品

土地
リース
資産

計

千葉市
美浜区

土地建物賃貸事業
商業施設建物、駐車
場、中古車展示場

86,171 45,092 25,281 0 530,154 ― 600,529 ―

東京都
千代田区

 本店事務所 ―- 1,938 ―- 215 ― 356 2,511 3

計   86,171 47,031 25,281 215 530,154 356 603,040 3
 

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

所在地
セグメントの

名称
規模

投資予定額（千円） 新築工事着工
及び完了予定総額 既支払額

千葉市
美浜区

土地建物
賃貸事業

（商業棟１）地上１階　延床面積　2,977.33㎡
700,000 301,245

平成25年９月～
平成26年５月（商業棟２）地上１階　延床面積　 995.80㎡

 

 
(2) 重要な設備の除却等

現在のところ新たな重要な設備の除却等の計画はありません。　
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,000,000

計 16,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年４月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,021,504 3,021,504 非上場・非登録
議決権あり
(単元株式数  100株)

計 3,021,504 3,021,504 ― ―
 

(注)  当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１項第１号に定める内容は定めておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年１月31日 △978,496 3,021,504 ― 2,000,000 ― ―
 

(注)  発行済株式総数減は消却のためであります。
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(6) 【所有者別状況】

平成26年１月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― ― 1 7 ― ― 47 55 ―

所有株式数
(単元)

― ― 2 29,878 ― ― 167 30,047 16,804

所有株式数
の割合(％)

― ― 0.01 99.44 ― ― 0.55 100.00 ―
 

(注) 自己株式1,871株は、「個人その他」に18単元、「単元未満株式の状況」に71株含まれております。

なお、期末日現在の実質的な所有株式数は、1,871株であります。

 

(7) 【大株主の状況】

平成26年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町１―６―１ 1,671,093 55.31

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町２―１―１ 716,870 23.73

東亜建設工業株式会社 東京都新宿区西新宿３―７―１ 360,000 11.91

大成建設株式会社 東京都新宿区西新宿１―25―１ 110,000 3.64

清水建設株式会社 東京都中央区京橋２－16－１ 80,000 2.65

若築建設株式会社 東京都目黒区下目黒２―23―18 25,075 0.83

東洋建設株式会社 東京都江東区青梅２－４－24 25,000 0.83

三 村 由 美 子 神奈川県横浜市青葉区 5,800 0.19

石 井 里 永 子 東京都北区 2,000 0.07

山 﨑 通　也 千葉県千葉市花見川区 785 0.03

計 ― 2,996,623 99.18
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式1,871株(0.06％)があります。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   1,800

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,002,900
30,029 ―

単元未満株式 普通株式  16,804 ― ―

発行済株式総数 3,021,504 ― ―

総株主の議決権 ― 30,029 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式71株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
京葉土地開発株式会社

東京都千代田区丸の内
三丁目３番１号

1,800 ― 1,800 0.06

計 ― 1,800 ― 1,800 0.06
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第7号及び第8号による普通株式の取得
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第８号による取得

 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（平成25年12月６日）での決議状況
（取得期間平成26年２月25日～平成26年２月28日）

10,301 19,293

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―
   

当期間における取得自己株式 10,301 19,293

提出日現在の未行使割合(％) ― ―
 

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 904 1,502

当期間における取得自己株式 25 46
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成26年４月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(―) ― ― ― ―

保有自己株式数 1,871 ― 12,197 ―
 

(注) 当期間における保有自己株式には、平成26年４月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は株主の皆様への長期的利益還元を重要な経営課題の一つと考え、剰余金の配当は期末配当の年１回を行うこ

とを基本としつつ、企業体質の強化及び今後の事業展開等を勘案した上で定時株主総会決議により配当を行うことと

しております。

当事業年度は継続的な安定配当を行う方針のもと１株当たり20円と致しました。

内部留保資金は稲毛社有地商業施設建物の建替資金に充当するほか、今後の新たな事業展開への備えとしておりま

す。

 

(注) １ 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)

平成26年４月24日
定時株主総会

普通株式 60,392 20
 

 

２ 剰余金の配当は決算期末日を基準日とした定時株主総会決議により行うこととしております。

 

４ 【株価の推移】

金融商品取引所非上場、認可金融商品取引業協会非登録のため、該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役社長
代表取締役

 福　沢　美之輔 昭和33年９月20日生

昭和56年４月 三菱地所株式会社入社

２年 なし

平成12年４月 同社住宅事業部副長

平成15年４月 同社九州支店次長

平成18年４月 三菱地所住宅販売株式会社住宅営

業本部副本部長

平成19年４月 同社は三菱地所リアルエステート

サービス株式会社に商号変更三菱

地所リアルエステートサービス株

式会社執行役員

平成20年４月 同社取締役常務執行役員

平成21年４月 同社取締役専務執行役員

平成23年１月 三菱地所株式会社住宅業務部長

平成24年４月 同社住宅業務部長兼住宅業務部余

暇事業室長

平成26年４月 当社取締役社長・代表取締役現在

に至る

取締役  秋　元　康　志 昭和34年10月11日生

昭和58年４月 三井不動産株式会社入社

２年 なし

平成18年４月 同社ビルディング本部業務推進室

グループ長

平成20年４月 日本ビルファンドマネジメント株

式会社ゼネラルマネージャー

平成23年４月 同社取締役投資本部長

平成25年４月 三井不動産株式会社関連事業部部

長補佐　現在に至る

平成26年４月 当社取締役現在に至る

取締役  鐘　崎　道　生 昭和27年４月29日生

昭和51年４月 東亜建設工業株式会社入社

２年 なし

平成17年４月 同社人事部長

平成19年４月 同社管理本部人事部長

平成20年４月 同社管理本部副本部長兼人事部長

平成20年６月 同社執行役員管理本部副本部長兼

人事部長

平成22年４月 同社執行役員管理本部副本部長兼

企画部長

平成24年４月 同社執行役員常務管理本部副本部

長内部監査室担当

平成25年４月 同社執行役員常務管理本部長内部

監査室統括

平成25年６月 同社取締役兼執行役員常務管理本

部長内部監査室統括現在に至る

平成26年４月 当社取締役現在に至る

取締役  石　原　裕　昭 昭和35年２月12日生

平成３年４月 三菱地所株式会社入社

２年 なし

平成19年２月 同社ＳＣ事業企画部副長

平成20年４月 同社商業施設開発事業部副長

平成21年４月 同社経営企画部副長

平成25年４月 同社商業施設業務部長

平成25年４月 当社取締役現在に至る

平成26年４月 三菱地所株式会社商業施設運営事

業部長現在に至る
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
総務部長
兼経理部長

山　本　正　剛 昭和35年10月10日生

昭和58年４月 三菱地所株式会社入社

２年 なし

平成14年４月 同社丸の内営業管理部副長

平成16年４月 同社札幌支店次長

平成17年４月 三菱地所ビルマネジメント株式会

社オフィス事業部長

平成19年４月 株式会社菱栄ライフサービス総務

部長

平成22年10月 当社総務部長兼経理部長

平成23年４月 当社取締役総務部長兼経理部長現

在に至る

常勤監査役  牧　野　行　佑 昭和29年４月30日生

昭和52年４月 三菱地所株式会社入社

４年 なし

平成９年10月 同社パートナー事業部副長

平成23年１月 同社住宅業務部開発ソリューショ

ン事業室副室長

平成26年４月 株式会社イムズ監査役

平成26年４月 当社常勤監査役現在に至る

監査役  諏  訪  公  宏 昭和31年８月10日生

昭和55年４月 三井不動産株式会社入社

４年 なし

平成７年４月 同社資産情報運用部資産運用室流

通業務課長

平成10年４月 同社秘書部秘書課長

平成12年４月 同社人事部人事課長

平成18年４月 同社関連事業部業務グループ長

平成19年４月 同社関連事業部長現在に至る

平成19年４月 当社監査役現在に至る

監査役  佐々木　隆　一 昭和46年６月25日生

平成７年４月 三菱地所株式会社入社

４年 なし

平成25年４月 同社経営企画部副長現在に至る

平成26年４月 同社経営企画部副長兼経営企画部

グループ経営推進室長現在に至る

平成26年４月 当社監査役現在に至る

計 ―
 　　
(注) １　取締役　秋元康志、鐘崎道生及び石原裕昭は、社外取締役であります。

２　常勤監査役　牧野公佑並びに監査役　諏訪公宏及び佐々木隆一は、社外監査役であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 平成26年１月31日現在

当社は迅速な意思決定と業務執行体制の確立を通じて株主、取引先、地域社会の信頼と期待に応え、企業価値を

継続的に高めていくことをコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

① 取締役会

取締役会は５名(内 ３名は社外取締役)で構成され、当社の重要事項を決定し、取締役の業務の執行状況を監

督しております。なお、取締役会には監査役が出席し、必要に応じ意見を述べております。

 

② 監査役会及び監査役監査

当社は監査役制度を採用しており、監査役会は監査役３名(すべて社外監査役)で構成されております。

各監査役は取締役会に出席するとともに、監査役会が策定・承認した監査計画に従って、取締役の意思決定過

程を含む内部統制の整備・運用状況並びにリスク管理体制を中心に業務活動全般にわたり監査しております。

社外監査役のうち１名が常勤であり、経営上の迅速な意思決定及び業務執行機能を効率的に実施するため毎週

社長他経営幹部による経営会議に常時出席するほか、業務実施に際しての適切な管理に関しては、内部監査

チェック機能として稟議書他すべての記録書類を回覧し、業務監査を実施するのと同時に、法令及び定款に違

反していないか確認を行っております。

 

③ 内部監査

内部監査機能として、社長より任命された内部監査人１名(兼任)が社長指示のもと監査を実施しております。

監査結果については必要の都度週１回の経営会議に報告され、社長より業務改善等指示をしております。ま

た、コンプライアンス担当責任者１名(兼任)は、法令の遵守及び企業倫理の強化のため社員への推進を図るべ

く不正防止の啓蒙を行っております。

 

④ 会計監査

当社は、会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法に基づく会計監査に新日本有限責任監査法人を起用して

おります。同監査法人との間で、会社法監査と金融商品取引法監査につき監査契約を締結し、それに基づき報

酬を支払っております。

当年度において会計監査業務を執行した公認会計士は２名であり次の通りであります。

指定有限責任社員・業務執行社員   中村 和臣

指定有限責任社員・業務執行社員   楢崎 律子

なお、監査業務に係る補助者の構成は次の通りであります。

公認会計士：４名 その他３名

また、監査法人による中間、期末監査・財務諸表監査の結果の報告には、代表取締役、内部監査人及び常勤監

査役が出席し監査講評を聴取するなど緊密に連携を取り効率的な監査を実施しております。
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⑤ 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

当社は会社法第362条第５項他に関係する諸法令規則に基づき、「内部統制システムに関する基本方針」を以下

の内容のとおり決定し推進しております。

１．業務の適正を確保する体制

(1) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

代表取締役社長は、取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき統括する責任者を取締役の中から

任命し、その者が文書作成規則等に従い、職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、保存す

る。

取締役及び監査役は、これら文書等を常時閲覧できるものとする。

 

(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスクに関する情報は迅速かつ正確に代表取締役社長に報告されるようにし、代表取締役社長は経営会議

において対応策並びに改善策を協議の上実施する。

当会社のリスク管理責任部署を総務部と定める。

　

(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

役職員が共有する全社的な業績目標と予算の年度計画を定め、この浸透を図るとともに、３事業年度を期

間とする中期経営計画を策定する。

年度計画の推進状況は、ITを積極的に活用したシステムにより迅速に月次業績にまとめ経営会議に報告し

た上、適宜取締役会に報告する。

 

(4) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

代表取締役社長をコンプライアンス責任者とし、役職員に対し企業行動憲章、コンプライアンス規程の主

旨を周知させることにより、法令遵守及び社会倫理の遵守を企業活動の前提とすることを徹底する。

役職員の法令・定款違反行為について、コンプライアンス規程により処分する。

 

(5) 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

内部統制に関する責任部署を総務部と定め、当社と親会社等との間における不適切な取引または会計処理

を防止するため、親会社等の法務・コンプライアンス部並びに内部監査室と適時情報交換をする。

 

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにそ

の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役業務補助は総務部が担当とする。
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(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

職務執行を行っている取締役は、監査役会の求めに応じて、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼ

す事項、内部統制の実施状況等、報告する。

使用人は会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項及び重大な法令・定款違反に関する事項に関連し

て、重大な事実を発見した場合は、常勤監査役に直接報告することができるものとする。

 

(8) その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会に対して、必要に応じて専門の弁護士、会計士に監査業務に関する助言を受ける機会を保証す

る。

常勤監査役に対し、経営会議に出席を求めるほか、常勤監査役の監査業務に資する情報を提供すべく、常

勤監査役宛回覧書類等に係る指針により、社内作成文書等を回覧するものとする。

 

⑥ 社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

会社と社外取締役及び社外監査役個人の取引はありませんが、所属する団体との関係は次の通りです。

 

氏名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他利害関係

取締役 秋元　康志 ―
当社への出資割合23.73％の株主でその
他の関係会社である三井不動産株式会社
の関連事業部部長補佐です

― ―

取締役 鐘崎　道生 ―
当社への出資割合11.91％の株主である
東亜建設工業株式会社の取締役兼執行役
員常務管理本部長です

― ―

取締役 石原　裕昭 ―
当社への出資割合55.31％の株主で連結
親会社である三菱地所株式会社の商業施
設運営事業部長です

― ―

常勤監査役 牧野 行佑 ―
当社への出資割合55.31％の株主で連結
親会社である三菱地所株式会社の社員で
す

― ―

監査役  諏訪  公宏 ―
当社への出資割合23.73％の株主でその
他の関係会社である三井不動産株式会社
の関連事業部長です

― ―

監査役 佐々木　隆一 ―
当社への出資割合55.31％の株主で連結
親会社である三菱地所株式会社の経営企
画部副長です

― ―

 

なお、連結親会社である三菱地所株式会社との営業上の取引は次の通りです。

事務所の賃借料等   14,944千円／年間

 

EDINET提出書類

京葉土地開発株式会社(E03887)

有価証券報告書

19/53



 

コーポレート・ガバナンス体制の図は次の通りであります。
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(2) 役員報酬の内容

・取締役及び監査役に支払った報酬

取締役に支払った報酬(８名) 28,760千円
(うち、社外取締役に対する報酬

４名560千円)

監査役に支払った報酬(３名) 5,280千円 (全て社外監査役)
 

 

(3) 社外取締役及び社外監査役との責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契

約に基づく賠償の限度額は、法令の定める最低責任限度額であります。

 

(4) 取締役の定数

当社の取締役は20名以内とする旨を定款で定めております。

 

(5) 取締役及び監査役等の免除に関する事項

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条１項の規定に

より、任務を怠ったことによる取締役(取締役であった者を含む。)及び監査役(監査役であった者を含む。)の損害

賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。

 

(6) 取締役及び監査役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は、累積投票によらない旨を定款に定めております。

当社は、監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 

(7) 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議について、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

（単位：千円）

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬 非監査業務に基づく報酬 監査証明業務に基づく報酬 非監査業務に基づく報酬

3,500 ― 3,500 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬につきましては、当社の規模・事業の特性等の要素を総合的に勘案

し、監査所要日数の見積りを基に監査公認会計士等と協議の上決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１  財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づいて

作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成25年２月１日から平成26年１月31日ま

で)の財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

 

３  連結財務諸表について

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

　　①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年１月31日)
当事業年度

(平成26年１月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 927,676 642,140

  預け金 ※1  2,900,000 ※1  1,000,000

  有価証券 350,000 1,200,000

  未収還付法人税等 - 77,669

  未収消費税等 - 26,208

  繰延税金資産 6,991 367,413

  その他 6,005 11,002

  流動資産合計 4,190,674 3,324,434

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※2  1,319,444 ※2  100,803

    減価償却累計額 △1,162,581 △53,771

    建物（純額） 156,863 47,031

   構築物 975,310 476,977

    減価償却累計額 △940,163 △451,695

    構築物（純額） 35,147 25,281

   工具、器具及び備品 9,366 3,182

    減価償却累計額 △8,939 △2,967

    工具、器具及び備品（純額） 427 215

   土地 530,154 530,154

   リース資産 2,124 570

    減価償却累計額 △1,428 △214

    リース資産（純額） 695 356

    建設仮勘定 - 301,245

   有形固定資産合計 723,288 904,285

  無形固定資産   

   水道施設利用権 492 160

   電話加入権 199 199

   無形固定資産合計 692 359

  投資その他の資産   

   投資有価証券 15,540 16,068

   敷金及び保証金 6,942 6,942

   繰延税金資産 217,727 -

   投資その他の資産合計 240,209 23,010

  固定資産合計 964,191 927,655

 資産合計 5,154,866 4,252,089
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年１月31日)
当事業年度

(平成26年１月31日)

負債の部   

 流動負債   

  未払金 33,010 34,110

  未払法人税等 93,393 475

  未払消費税等 11,082 -

  前受金 57,711 14,498

  預り金 6 20

  未払配当金 778 811

  リース債務 356 149

  受入敷金保証金 526,233 -

  その他 90 83

  流動負債合計 722,663 50,149

 固定負債   

  受入敷金保証金 127,329 196,834

  繰延税金負債 - 1,400

  役員退職慰労引当金 3,180 3,870

  リース債務 374 224

  固定負債合計 130,884 202,329

 負債合計 853,547 252,479

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,000,000 2,000,000

  利益剰余金   

   利益準備金 75,954 81,995

   その他利益剰余金   

    別途積立金 1,000,000 1,000,000

    繰越利益剰余金 1,222,533 915,537

   利益剰余金合計 2,298,488 1,997,533

  自己株式 △954 △2,457

  株主資本合計 4,297,533 3,995,076

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 3,784 4,533

  評価・換算差額等合計 3,784 4,533

 純資産合計 4,301,318 3,999,609

負債純資産合計 5,154,866 4,252,089
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　　②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年２月１日
 至 平成25年１月31日)

当事業年度
(自 平成25年２月１日
 至 平成26年１月31日)

売上高   

 土地建物賃貸収益 679,449 273,662

 売上高合計 679,449 273,662

売上原価   

 土地建物賃貸費用 197,002 254,127

 売上原価合計 197,002 254,127

売上総利益 482,447 19,534

販売費及び一般管理費 ※1  119,979 ※1  120,966

営業利益又は営業損失（△） 362,467 △101,432

営業外収益   

 受取利息 ※2  9,813 ※2  5,706

 有価証券利息 378 423

 受取配当金 111 111

 投資有価証券売却益 - 916

 雑収入 559 354

 営業外収益合計 10,862 7,512

営業外費用   

 雑損失 1,495 6

 営業外費用合計 1,495 6

経常利益又は経常損失（△） 371,834 △93,926

特別損失   

 固定資産除却関連損 ※3  575,940 ※3  287,420

 特別損失合計 575,940 287,420

税引前当期純損失（△） △204,106 △381,346

法人税、住民税及び事業税 157,297 950

法人税等調整額 △221,560 △141,752

法人税等合計 △64,263 △140,802

当期純損失（△） △139,842 △240,544
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【土地建物賃貸費用明細書】

 

  
前事業年度

(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

当事業年度
(自 平成25年２月１日
至 平成26年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

租税公課  (固定資産税)  125,281 63.6 125,142 49.3

減価償却費  61,447 31.2 123,609 48.6

その他  10,273 5.2 5,376 2.1

計  197,002 100.0 254,127 100.0
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　　③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,000,000 69,913 1,000,000 1,428,830 2,498,743

当期変動額 　 　 　 　 　

当期純損失（△） 　 　 　 △139,842 △139,842

利益準備金の積立 　 6,041 　 △6,041 ―

剰余金の配当 　 　 　 △60,412 △60,412

自己株式の取得 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― 6,041 ― △206,296 △200,255

当期末残高 2,000,000 75,954 1,000,000 1,222,533 2,298,488
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △885 4,497,858 1,857 1,857 4,499,716

当期変動額 　 　 　 　 　

当期純損失（△） 　 △139,842 　 　 △139,842

利益準備金の積立 　 ―　 　 　 ―　

剰余金の配当 　 △60,412 　 　 △60,412

自己株式の取得 △69 △69 　 　 △69

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 1,926 1,926 1,926

当期変動額合計 △69 △200,324 1,926 1,926 △198,398

当期末残高 △954 4,297,533 3,784 3,784 4,301,318
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 当事業年度(自 平成25年２月１日 至 平成26年１月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,000,000 75,954 1,000,000 1,222,533 2,298,488

当期変動額 　 　 　 　 　

当期純損失（△） 　 　 　 △240,544 △240,544

利益準備金の積立 　 6,041 　 △6,041 ―

剰余金の配当 　 　 　 △60,410 △60,410

自己株式の取得 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― 6,041 ― △306,995 △300,954

当期末残高 2,000,000 81,995 1,000,000 915,537 1,997,533
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △954 4,297,533 3,784 3,784 4,301,318

当期変動額 　 　 　 　 　

当期純損失（△） 　 △240,544 　 　 △240,544

利益準備金の積立 　 ―　 　 　 ―　

剰余金の配当 　 △60,410 　 　 △60,410

自己株式の取得 △1,502 △1,502 　 　 △1,502

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 748 748 748

当期変動額合計 △1,502 △302,457 748 748 △301,708

当期末残高 △2,457 3,995,076 4,533 4,533 3,999,609
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　　④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年２月１日
 至 平成25年１月31日)

当事業年度
(自 平成25年２月１日
 至 平成26年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純損失（△） △204,106 △381,346

 減価償却費 62,681 124,541

 受取利息及び受取配当金 △10,302 △6,240

 投資有価証券売却益 - △916

 雑収入 △259 △254

 雑損失 105 6

 固定資産除却関連損 575,940 0

 未収消費税等の増減額（△は増加） - △26,208

 長期前払費用の増減額（△は増加） 1,488 -

 未払金の増減額（△は減少） 13,239 1,099

 未払消費税等の増減額（△は減少） 8,650 △11,082

 受入敷金保証金の増減額（△は減少） △9,784 △456,728

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 280 690

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,046 △7,446

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,282 △45,353

 小計 436,696 △809,241

 利息及び配当金の受取額 9,851 8,690

 災害による損失の支払額 △3,220 -

 法人税等の支払額 △116,988 △169,390

 営業活動によるキャッシュ・フロー 326,338 △969,940

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 - △305,205

 投資有価証券の売却による収入 - 1,596

 預け金の回収による収入 - 1,900,000

 投資活動によるキャッシュ・フロー - 1,596,391

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △699 △356

 自己株式の取得による支出 △69 △1,502

 配当金の支払額 △60,541 △60,129

 財務活動によるキャッシュ・フロー △61,311 △61,987

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 265,027 564,463

現金及び現金同等物の期首残高 1,012,649 1,277,676

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,277,676 ※1  1,842,140
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)…定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備は除く)については、定額法

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物   ５～34年

構築物 10～45年

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成25年２月１日以後に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

なお、これによる営業損失、経常損失及び税引前当期純損失に与える影響は軽微であります。

 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)…定額法

(3) リース資産…定額法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度において貸倒引当金の計上はありません。

(2) 役員退職慰労引当金

 役員の退職により支給する退職慰労金にあてるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対する主な資産・負債

 
前事業年度

(平成25年１月31日)
当事業年度

(平成26年１月31日)

預け金 2,900,000千円         1,000,000千円
 

※２ 固定資産の圧縮記帳

建物の取得原価から控除している圧縮記帳額は以下のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年１月31日)
当事業年度

(平成26年１月31日)

圧縮記帳額 14,752千円      14,752千円
 

 

(損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費用

 
前事業年度

(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

当事業年度
(自 平成25年２月１日
至 平成26年１月31日)

役員報酬 37,200千円 34,040千円

給料 15,048  15,858 

役員退職慰労引当金繰入額 1,800  1,650 

法定福利費 11,376  11,647 

家賃 13,884  14,111 

業務委託費 5,096  4,888 

雑費 5,470  5,507 
 

なお、販売費と一般管理費との割合は、おおむね全額が一般管理費であります。

※２ 関係会社に対する収益・費用

 
前事業年度

(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

当事業年度
(自 平成25年２月１日
至 平成26年１月31日)

受取利息 9,648千円     5,499千円
 

※３ 固定資産除却関連損の内容は次のとおりであります。

前事業年度（自　平成24年２月１日　至　平成25年１月31日）

固定資産除却関連損575,940千円は、稲毛社有地商業施設建物建替等に係る損失であります。

 

当事業年度（自　平成25年２月１日　至　平成26年１月31日）

固定資産除却関連損287,420千円は、稲毛社有地商業施設建物解体工事費等であります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 3,021,504 ― ― 3,021,504
 

 

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 880 87 ― 967
 

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

 単元未満株式の買取りによる増加    87株

 

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年４月26日
定時株主総会

普通株式 60,412 20 平成24年１月31日 平成24年４月27日
 

 

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年４月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 60,410 20 平成25年１月31日 平成25年４月26日
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当事業年度(自 平成25年２月１日 至 平成26年１月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 3,021,504 ― ― 3,021,504
 

 

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 967 904 ― 1,871
 

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

 単元未満株式の買取りによる増加  904株

 

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年４月25日
定時株主総会

普通株式 60,410 20 平成25年１月31日 平成25年４月26日
 

 

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年４月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 60,392 20 平成26年１月31日 平成26年４月25日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

当事業年度
(自 平成25年２月１日
至 平成26年１月31日)

現金及び預金勘定 927,676千円       642,140千円

有価証券に含まれる譲渡性預金
（３ヶ月以内）

350,000千円       1,200,000千円

現金及び現金同等物 1,277,676千円        1,842,140千円
 

 

 

(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

２　オペレーティング・リース取引

(貸主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年１月31日)
当事業年度

(平成26年１月31日)

１年内 115,344 102,910

１年超 ― 334,458

合　計 115,344 437,368
 

 

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年１月31日)
当事業年度

(平成26年１月31日)

１年内 ― 14,793

１年超 ― 25,888

合　計 ― 40,682
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、不動産賃貸事業に係る債権保全のため賃借人より敷金を受入れておりますが、豊富な手元流動性により

その他の資金調達は行っておりません。資金運用は流動性を重視し短期的な預金等に限定しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

預け金は親会社及びその他の関係会社に対するものであり、有価証券は短期の譲渡性預金であります。また、投

資有価証券は業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

受入敷金保証金は不動産賃貸事業における債権保全を目的として、賃借人より賃貸借期間に亘り無利息にて受け

入れており、賃貸借契約終了による債権精算後に返済する義務を負っております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、保有状況を継

続的に見直しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

 

２  金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 前事業年度(平成25年１月31日)

（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 927,676 927,676 ―

(2) 預け金 2,900,000 2,900,000 ―

(3) 有価証券（譲渡性預金） 350,000 350,000 ―

(4) 投資有価証券 15,540 15,540 ―

資産計 4,193,216 4,193,216 ―

(1) 受入敷金保証金（流動負債） 526,233 526,233 ―

(2) 受入敷金保証金（固定負債） 127,329 118,340 8,988

負債計 653,563 644,574 8,988
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 当事業年度(平成26年１月31日)

（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 642,140 642,140 ―

(2) 預け金 1,000,000 1,000,000 ―

(3) 有価証券（譲渡性預金） 1,200,000 1,200,000 ―

(4) 投資有価証券 16,068 16,068 ―

資産計 2,858,208 2,858,208 ―

(1) 受入敷金保証金（流動負債） ― ― ―

(2) 受入敷金保証金（固定負債） 196,834 176,509 20,324

負債計 196,834 176,509 20,324
 

 

(注)１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、(2) 預け金並びに(3) 有価証券（譲渡性預金）

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(4) 投資有価証券

時価については、取引所の価格によっております。

負  債

(1) 受入敷金保証金（流動負債）

短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2) 受入敷金保証金（固定負債）

時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを、返済期日までの期間及び

信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(注)２　時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券（非上場株式）は、ありません。
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(注)３　金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

 前事業年度(平成25年１月31日)

（単位：千円）

 １年以内 1年超

預金 927,676 ―

預け金 2,900,000 ―

有価証券（譲渡性預金） 350,000 ―

合計 4,177,676 ―
 

 

 当事業年度(平成26年１月31日)

（単位：千円）

 １年以内 1年超

預金 642,140 ―

預け金 1,000,000 ―

有価証券（譲渡性預金） 1,200,000 ―

合計 2,842,140 ―
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(有価証券関係)

１　その他有価証券

前事業年度(平成25年１月31日)

（単位：千円）

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

　株式 15,540 9,435 6,105

　債券 ― ― ―

　その他 ― ― ―

小計 15,540 9,435 6,105

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

　株式 ― ― ―

　債券 ― ― ―

　その他    

　　譲渡性預金 350,000 350,000 ―

小計 350,000 350,000 ―

合計 365,540 359,435 6,105
 

 

当事業年度(平成26年１月31日)

（単位：千円）

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

　株式 16,068 8,755 7,313

　債券 ― ― ―

　その他 ― ― ―

小計 16,068 8,755 7,313

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

　株式 ― ― ―

　債券 ― ― ―

　その他    

　　譲渡性預金 1,200,000 1,200,000 ―

小計 1,200,000 1,200,000 ―

合計 1,216,068 1,208,755 7,313
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２　事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度(自平成24年２月１日　至平成25年１月31日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自平成25年２月１日　至平成26年１月31日)

（単位：千円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

　株式 1,600 916 ―

　債券 ― ― ―

　その他 ― ― ―

合計 1,600 916 ―
 

 

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成25年１月31日)
当事業年度

(平成26年１月31日)

繰延税金資産   

① 流動資産   

未払事業税 6,914千円    ―千円

未払事業所税 40 40

一括償却資産 20 ―

繰越欠損金 ― 372,228

その他 16 17

繰延税金負債(流動)との相殺 ― △4,872

計 6,991千円     367,413千円

② 固定資産   

役員退職慰労引当金 1,133千円  1,379千円

固定資産除却関連損 218,915 ―

繰延税金負債(固定)との相殺 △2,320 △1,379

計 217,727千円       ―千円

繰延税金資産合計 224,719千円       367,413千円

   

繰延税金負債   

①　流動負債   

未収事業税還付金 ―千円 4,872千円

繰延税金資産(流動)との相殺 ― △4,872

計 　　―千円 　―千円

②　固定負債   

その他有価証券評価差額金 2,320千円     2,779千円

繰延税金資産(固定)との相殺 △2,320 △1,379

計 ―千円 1,400千円

繰延税金負債合計 ―千円  1,400千円
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

　税引前当期純損失が計上されているため、記載を省略しております。

 
３ 決算日後の法人税等の税率の変更

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、復興特別法人税

の課税期間を１年前倒しして終了することになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用される法定実効税率は、平成27年２月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の

38.01％から35.64％となります。

　この税率変更による財務諸表等に与える影響は軽微であります。
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(賃貸等不動産関係)

当社は、千葉市美浜区において、賃貸収益を得ることを目的として商業施設等の土地建物を所有しております。平成

25年１月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は482,447千円(賃貸収益は営業収益に、賃貸費用は営業原価に

計上)、固定資産除却関連損は534,532千円（特別損失に計上）であります。平成26年１月期における当該賃貸等不動産

に関する賃貸損益は19,534千円(賃貸収益は営業収益に、賃貸費用は営業原価に計上)、固定資産除却関連損は287,420

千円（特別損失に計上）であります。

賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時価及び当該時価の算定方

法は以下のとおりであります。

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

当事業年度
(自 平成25年２月１日
至 平成26年１月31日)

貸借対照表計上額

期首残高 1,264,158 684,798

期中増減額 △579,359 191,694

期末残高 684,798 876,492

期末時価 7,670,000 8,192,245
 

(注) １ 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２ 期中増減額のうち、前事業年度の主な減少は、固定資産除却関連損の計上による減少（534,532千円）及び

減価償却費計上に伴う減少（44,827千円）であります。

当事業年度の主な増加は建物建築工事費の建設仮勘定計上による増加（301,245千円）、主な減少は減価償

却費計上による減少（109,550千円）であります。

３  時価の算定方法

決算日における時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

 

 

(持分法損益等)

関連会社がないため該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、土地建物賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度(自平成24年２月１日　至平成25年１月31日)

１. 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して

おります。　

 

２. 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３. 主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東京テアトル株式会社 541,817 土地建物賃貸事業

株式会社カーチス 102,910 土地建物賃貸事業
 

 

当事業年度(自平成25年２月１日　至平成26年１月31日)

１. 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して

おります。　

 

２. 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３. 主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東京テアトル株式会社 119,359 土地建物賃貸事業

株式会社カーチス 102,910 土地建物賃貸事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

京葉土地開発株式会社(E03887)

有価証券報告書

44/53



 

【関連当事者情報】

１  関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

前事業年度(自平成24年２月１日 至平成25年１月31日)

 

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
三菱地所
株式会社

東京都
千代田区

141,373 不動産業

(被所有)
 
直接  55.6

 
 
 

役員の派遣

金銭の
預け金

― 預け金 2,000,000

受取利息 6,707 未収収益 2,218

事務所の
賃借料等

14,930

差入敷金
保証金

6,942

前払費用 1,294

その他の
関係会社

三井不動産
株式会社

東京都
中央区

174,296 不動産業
(被所有)
 
直接  23.9

役員の派遣

金銭の
預け金

― 預け金 900,000

受取利息 2,940 未収収益 986
 

(注)  取引条件ないし取引条件の決定方針等

預け金については、預託期間６ヶ月、双方より申し出ない場合６ヶ月の延長、以後同様で金利は市場金利を勘

案した合理的な金利を設定しております。

事務所の賃借で平成22年11月１日を開始日とした３年の定期借家契約を締結しております。賃借面積128.56㎡

 

当事業年度(自平成25年２月１日 至平成26年１月31日)

 

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
三菱地所
株式会社

東京都
千代田区

141,373 不動産業

(被所有)
 
直接  55.6

 
 
 

役員の派遣

預け金の
回収

1,300,000 預け金 700,000

受取利息 3,844 未収収益 532

事務所の
賃借料等
 

14,944

差入敷金
保証金

6,942

前払費用 1,294

その他の
関係会社

三井不動産
株式会社

東京都
中央区

174,296 不動産業
(被所有)
 
直接  23.9

役員の派遣

預け金の
回収

600,000 預け金 300,000

受取利息 1,654 未収収益 222

主要株主
(会社等)

東亜建設工
業株式会社

東京都
新宿区

18,976 建設業
(被所有)
 直接　12.0

役員の派遣 工事の発注 578,280 ― ―

 

(注)  取引条件ないし取引条件の決定方針等

預け金については、預託期間６ヶ月、双方より申し出ない場合６ヶ月の延長、以後同様で金利は市場金利を勘

案した合理的な金利を設定しております。

事務所の賃借で平成25年11月１日を開始日とした３年の定期借家契約を締結しております。賃借面積128.56㎡

工事の発注については価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。
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２  親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

三菱地所株式会社(東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場)

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

関連会社がないため該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

当事業年度
(自 平成25年２月１日
至 平成26年１月31日)

１株当たり純資産額 1,424.02円 1,324.54円

１株当たり当期純損失金額(△) △46.30円  △79.65円
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前事業年度

(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

当事業年度
(自 平成25年２月１日
至 平成26年１月31日)

損益計算書上の当期純損失(△)(千円) △139,842 △240,544

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(△)(千円) △139,842 △240,544

普通株式の期中平均株式数(株) 3,020,559 3,020,196
 

 

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資
有価証券

その他
有価証券

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

東京テアトル株式会社 103,000 16,068

計 103,000 16,068
 

 

【その他】

有価証券
その他
有価証券

種類 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円)

国内譲渡性預金 2 1,200,000

計 2 1,200,000
 

 

【有形固定資産等明細表】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額

当期償却額
 

差引当期末
残高

有形固定資産        

  建物 1,319,444 ― 1,218,641 100,803 53,771 109,832 47,031

  構築物 975,310 3,960 502,292 476,977 451,695 13,825 25,281

  工具、器具及び備品 9,366 ― 6,183 3,182 2,967 211 215

  土地 530,154 ― ― 530,154 ― ― 530,154

  リース資産 2,124 ― 1,553 570 214 339 356

　建設仮勘定 ― 301,245 ― 301,245 ― ― 301,245

有形固定資産計 2,836,401 305,205 1,728,671 1,412,934 508,649 124,208 904,285

無形固定資産        

  水道施設利用権 25,676 ― ― 25,676 25,515 332 160

  電話加入権 199 ― ― 199 ― ― 199

無形固定資産計 25,875 ― ― 25,875 25,515 332 359
 

(注) １  当期増加額のうち主なものは以下のとおりであります。

構築物 稲毛社有地　敷地フェンス 3,960千円

建設仮勘定 稲毛社有地　新商業施設建築費 301,245千円
 

　　 ２ 当期減少額のうち主なものは以下のとおりであります。

建物 稲毛社有地　商業施設建物除却 1,218,641千円

構築物 稲毛社有地　商業施設構築物除却 502,292千円

工具、器具及び備品 稲毛社有地　商業施設備品等除却 6,183千円

リース資産 本社　事務用パーソナルコンピュータ　 1,553千円
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【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 356 149 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

374 224 ―
平成27年２月～
平成28年７月

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 730 374 ― ―
 

(注) １  リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

２ リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

149 74 ― ―
 

 

【引当金明細表】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 当期首残高 当期増加額
当期減少額
(目的使用)

当期減少額
(その他)

当期末残高

役員退職慰労引当金 3,180 1,650 960 ― 3,870
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①  現金及び預金

（単位：千円）
　

区分 金額

預金  

普通預金 221,288

定期預金 420,000

別段預金 852

計 642,140
 

 

②  預け金

（単位：千円）
　

相手先 金額

三菱地所株式会社 700,000

三井不動産株式会社 300,000

計 1,000,000
 

 

③ 繰延税金資産（流動資産）

繰延税金資産（流動資産）は367,413千円であり、その内容については「１．財務諸表(1)財務諸表注記事項

（税効果会計関係）」に記載しております。
　

 

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ２月１日から１月31日まで

定時株主総会 ４月中

基準日 １月31日

剰余金の配当の基準日 １月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

    取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社  証券代行部

    株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

    取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社  全国各支店

    買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。
ただし事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、官
報に掲載しております。
http://www.keiyot.com/

株主に対する特典 なし
 

(注) １  株券喪失登録

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社  証券代行部

代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社  全国各支店

申請手数料 株券喪失登録申請料      無料

株券登録料              無料
 

２  当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな

い。

     (1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

     (2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利

     (3) 募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等ありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 
(1)

 

有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第50期)

自 平成24年２月１日

至 平成25年１月31日
 

平成25年４月25日

関東財務局長に提出。
      

(2)

 
半期報告書

 
事業年度
(第51期中)

自 平成25年２月１日

至 平成25年７月31日
 

平成25年10月30日

関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成26年４月11日

京葉土地開発株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中　　村   和　　臣   ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   楢　　崎　　律　　子   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる京葉土地開発株式会社の平成25年２月１日から平成26年１月31日までの第51期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、京葉土

地開発株式会社の平成26年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。

 ２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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